
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

介護福祉課長
傳　智則

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

98.5％ 98.3％

介護福祉課長
傳　智則

98.9％

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 98.3％

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

98.2％

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

介護福祉課長
傳　智則

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

133 133

介護福祉課長
傳　智則

133

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 133

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

144

介護保険制度の運営

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 08 高齢者福祉の推進 基本事業番号・名 08-04

8,440

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

 直営
（委託無）

全部
委託

6,743,074

介護保険の１号被保険者

根拠
法令
等

7,057,643

1,466,139 1,953,614 850,009

8,322 30,333

制度改正の
余地がある

38,655 9,663,750

76,376
説明：認定申請件数の増加に伴い、単位
当たりコストも遁増傾向にある。

説明：事業内容、活動手段から、「業務
フロー」の改善及び「制度改正」に検討
の余地は見当たらない。なお、「業務フ
ロー」については、民間事業者へのアウ
トソーシングを開始し見直しを行った

72,069

81,038 102,879 740,137 －

95,714 703,779

100,217 720,986

8,322

0 0

0

30年度の方向性 現状維持

（国）介護保険法第129条、130条等　(市）東久留米市介護保険条例

4 9,116 9,116 33,882 42,998 10,749,500 101

説明：収納率の向上策としては、市民部
納税課への収納事務の一元化による滞納
処分を強化。コストの削減の策として
は、広報等を通じて納期内納付の徹底を
図ることにより督促状や催告書などの発
行コストを削減するなどの余地がある。

総合評価（課題・方向性）：平成30年
の保険料の改定に向けた準備を進めて
いく。収納率の向上については、前年
度に引き続き、通知書の発送、督促の
発送などといった法定の業務に加え、
催告書等による納付の勧奨、広報紙を
利用した納期内納付の慫慂等に取り組
んでいく。なお平成31年度より、収納
事務を市民部納税課に移管する予定で
あるため、事務の円滑な移管に向けた
準備を進めていく。

事業
内容
・

活動
手段

効率性 3 達成度 3

 直営
（委託無）

9,036 41,698 10,424,500

全部
委託

一部
委託

指定
管理

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

4
廃止予定
の有無

介護保険
料の賦課
徴収事務
を行った
職員の人
数。

介護保険
料の収納
率(%）

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

介護保険の資格管理、介護保
険料の賦課徴収

補助
金

目的
・

意図
小平市

適正な保険給付のための資格
管理、介護保険財源の確保の
ための保険料の徴収強化

東村山市 清瀬市 西東京市

4
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

介護保険事務を遅滞なく円滑
に遂行するための、庶務汎用
的な業務やシステム機器の借
り上げ等（特別会計の一般管
理費関係）

介護保険制度における公正か
つ安定したサービスの供給

909,645

介護保険の被保険者

1,171,951
説明：システムの借上料等、介護保険特
別会計を運営するのに必要な経費を計上
しているため事業内容に変更点は無い
が、平成28年度は単位当たりコストが増
加し、法定繰出分が増加したため、効率
性が低下した

説明：「業務フロー」「制度改正」とも
に、費用負担の公平化の対応、事業者指
定権限の都からの移譲に伴う対応、総合
事業の開始に向けた対応など介護保険法
の改正に伴う対応が年度をまたいで続い
ている

26,086 66,896 74 －

67,120 61

65,534 56

9,036

業務フローに改
善の余地がある ☑ 制度改正の

余地がある 　

説明：指標に表れにくい部分において、
成果がみられる。たとえば滞納繰越分の
保険料は保険料調定の全体の3％である
が、収納困難事案が多いところ、その収
納率はH27年度の18.89％から、H28年度は
23.06％と、大きく向上している。

介護保険
特別会計
への一般
会計繰出
金(千円)

1,108,191

3

業務フローに改
善の余地がある 　

32,662

25,333

27,250

139

総合評価（課題・方向性）：賦課、給
付、認定調査などの業務を担当する職
員間の相互連携を図り、時間外の抑
制、サービスの向上などに努める必要
がある。また、介護保険法の改正に伴
い、費用負担の公平化の対応、事業者
指定権限の都からの移譲に伴う対応、
総合事業の開始に向けた対応などを
行っている。なお、平成29年3月か
ら、認定調査と認定審査会を除く認定
審査事務の一部を民間事業者へアウト
ソーシングする業務の見直しを行い、
業務の効率性、度重なる新規事業に対
応できる人員体制、人件費の抑制を図
る

全部
委託

一部
委託

　

0 0 72,069

0 76,376 23,841

0 0 0 0 81,038 21,841

23,645

0

08-04-02

介護福祉課
保険係

介護保険賦課徴収
事業

介護保険認定審査
事業
（認定審査会費・
認定調査費）

08-04-03

介護福祉課
介護サービス係

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

給付
事業

該当

上乗せ

事業
内容
・

活動
手段

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

横出し

（国）介護保険法第3条
（市）東久留米市介護保険条例

介護保険運営事業
（特別会計一般管
理費）

08-04-01

介護福祉課
介護サービス係

0 0 27,250 39,8700 0

0 0 0 0

0 0 0 0 26,086 40,810

25,333 40,201

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

30年度の方向性 現状維持

効率性 1 達成度

制度改正の
余地がある

対象

 (改正実施年度　　年度)

横出し

139

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

必要な介護度を判定し、介護
保険給付を受給できるように
する

申請を受理した者の認定調
査、主治医意見書の書類を取
り寄せそれを基に要介護認定
を行う。審査を行う合議体を
設置し、1回の審査会に30～
40件の判定を行っている

給付
事業

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期
要介護認定申請者（介護保険
1号、2号被保険者のうち、介
護サービスを必要として要介
護認定申請した者）

該当

上乗せ

（国）介護保険法第2,14,19条等
（市）東久留米市介護保険条例

認定審査
会回数
(回)

廃止予定
の有無

現状維持

総合評価（課題・方向性）：認定申請
件数が増加する中、一回当たりの審査
会で審査件数を原則３０件以上として
運用しているが、審査会の合議体の増
設や審査会の回数を増やすことは、度
重なる新規事業の対応、人員体制、人
件費などのコスト面から難しい。その
ため、平成29年3月から、認定調査と
認定審査会を除く認定審査事務の一部
を民間事業者へアウトソーシングする
業務の見直しを行い、業務の効率性、
度重なる新規事業に対応できる人員体
制、人件費の抑制を図る

効率性 3 達成度

0

根拠
法令
等

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

136

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的

08-04-04

介護福祉課
介護サービス係

介護保険給付事業

一部
委託

指定
管理

　

3

業務フローに改
善の余地がある 　 30年度の方向性

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

介護保険制度における公正か
つ安定したサービスの供給

保険給付費の国保連への支払
（介護サービス等諸費、介護
予防サービス等諸費、審査支
払手数料、高額介護サービス
等諸費、特定入所者介護サー
ビス費等、高額医療合算介護
サービス等諸費）。これに対
し、介護給付適正化計画を推
進する

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

588,137
廃止予定
の有無

目的
・

意図
小平市 東村山市

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

事業
内容
・

活動
手段

1,066,992

　30年度の方向性

説明：給付管理業務に対して人件費は増
額となったがトータルコストの変動は少
なく単位当たりコストは減少した

現状維持

説明：事業内容、活動手段から、「業務
フロー」の改善及び「制度改正」に検討
の余地は見当たらない。

総合評価（課題・方向性）：認定者数
の増加に伴い、介護保険給付費も増加
している。今後の人口動態の推移を勘
案すると、更なる給付費の伸びが見込
まれる。都介護給付適正化計画を推進
するとともに給付費が介護保険事業計
画の計画量を超過しないよう制度の維
持管理に努める。なお、平成29年3月
から、認定審査事務の一部を民間事業
者へアウトソーシングする業務の見直
しを行い、業務の効率化を図るととも
に、増幅する給付管理業務の体制を確
立する

効率性 3 達成度 3

1,683,576

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

要支援又は要介護1～5と認定
された者の内、サービスを利
用した場合に当該費用が給付
費として計上される

清瀬市 西東京市

561,536

（国）介護保険法第40、52、62条等
（市）東久留米市介護保険条例
（都）東京都第３期介護給付適正化計画（平成27 年度～29 年度）

一月当た
りの保険
給付費(千
円)

一月当た
りの保険
給付費／
サービス
受給者数
(千円)

2,046,575 909,613 1,550,401

7,066,153

7,257,157 7,268,212 11,54411,055

1,544,693 8,5101,025,644 1,981,099 882,205 1,624,002

1,480,089993,223

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

629,614 100

6,751,514 12,023

12,014

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

介護保険制度の運営

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 08 高齢者福祉の推進 基本事業番号・名 08-04

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

345 366

介護福祉課長
傳　智則

395

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 438

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

434

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

345 366

介護福祉課長
傳　智則

395

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 438

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

434

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

介護福祉課長
傳　智則

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 53

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

2 6

介護福祉課長
傳　智則

7

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 5

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

6

30年度の方向性 現状維持

16,268 16,349 3,269,800

16,339 4,084,750

効率性

18,800 3,133,333

18,799 3,133,167

117

効率性

　

在宅で介護困難な高齢者が、
安心して身近な地域で暮らせ
る場を確保する

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

41,647

2,093 348,833

2,195 313,571

1,623 1,703 340,600

10,600

41,726 10,431,500

10,600 10,681 2,136,200

10,680 2,670,000

18,720

18,720

18,720 18,801 3,133,500 －

3 達成度

16,262 4,085,25016,341

16,259

全部
委託

一部
委託

東村山市

給付
事業

 (改正実施年度　　年度)

根拠
法令
等

804

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

4 達成度

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

在宅で介護が必要な高齢者

該当

上乗せ 横出し

特別養護
老人ホー
ムの市内
整備数(カ
所)

特別養護
老人ホー
ムの入所
待機者数
(人)

5

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

4
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

特別養護老人ホーム「シャ
ローム東久留米」とその駐車
場の土地に50年の地上権を設
定し、有料老人ホームを経営
する株式会社グッドタイム
ホームから借り上げ地代を支
払う

93

30年度の方向性 現状維持

総合評価（課題・方向性）：在宅での
介護が困難となった要介護高齢者が、
特別養護老人ホームに入所できるよ
う、施設維持の支援は成果を上げてい
る。地代の支払い額のあり方を含め引
き続き工夫検討を行う。なお、平成29
年度の整備計画としては、ひばりが丘
地区に100床の特養を開設し、30年度
以降については次期介護保険事業計画
となり30年3月に策定予定である

効率性 4 達成度 3

説明：平成28年度は上の原地区に144床の
特養を開設したこともあり、活動指標が
上がり目標値に近づけられたため事業費
の変動は少なかったが単位当たりコスト
が減少し効率性が向上した

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

08-04-05

介護福祉課
介護サービス係

特別養護老人ホー
ム土地借上げ事業

0 0 0 0 16,262 79

0 0 0

0 0 0 0 16,268 81

0 16,259

該当

上乗せ 横出し

4
廃止予定
の有無

特別養護老人ホーム等施設整備費補助金交付要綱

特別養護
老人ホー
ムの市内
整備数(カ
所)

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

4

93

説明：事業内容、活動手段から、業務フ
ローの改善及び制度改正に検討の余地は
見当たらない

説明：平成28年度は上の原地区に144床の
特養を開設したこともあり、活動指標が
上がり目標値に近づけられたため事業費
の変動は少なかったが単位当たりコスト
が減少し効率性が向上した

3

総合評価（課題・方向性）：在宅での
介護が困難となった要介護高齢者が、
特別養護老人ホームに入所できるよ
う、施設維持の支援は成果を上げてい
る。地代の支払い額のあり方を含め引
き続き工夫検討を行う。なお、平成29
年度の整備計画としては、ひばりが丘
地区に100床の特養を開設し、30年度
以降については次期介護保険事業計画
となり30年3月に策定予定である

特別養護老人ホームについて
介護保険事業計画の期中にお
ける計画的な整備

在宅で介護困難な高齢者

市内の特別養護老人ホームの
施設整備に伴う借入金の償還
金の一部を対象に、毎年度補
助金を交付している（「けん
ちの里増床分」31年度まで）

5

事業
内容
・

活動
手段

目的
・

意図
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

特別養護
老人ホー
ムの入所
待機者数
(人)

介護福祉課
介護サービス係

08-04-06

特別養護老人ホー
ム施設整備補助事
業
（補助金）

0 0 0 0 10,600

0 41,647 79

0 10,600 80

81

0 0 0

0 0 0

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成31年度

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

　
説明：事業内容、活動手段から、業務フ
ローの改善及び制度改正に検討の余地は
見当たらない

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

6

建物の所有者と市が賃貸契約
した建物３施設の賃料支払を
行う。平成15年4月1日以降に
入居した利用者から月額
53,700円を徴収している

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

認知症高齢者グループホーム
について介護保険事業計画の
期中における計画的な整備

市内に住所を有する介護度が
中程度以下の認知症高齢者

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

0

0 18,720 80

0

0 0

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

上乗せ 横出し

6

グループ
ホームの
市内整備
数(カ所)

グループ
ホームの
入所待機
者数(人)

6

事業
内容
・

活動
手段

08-04-07

介護福祉課
介護サービス係

グループホーム施
設等借上げ事業

0

0 0 18,720 79

0 0 0 0 18,720 81

説明：単位当たりコストの変動は少な
く、安定した事業である。なお、グルー
プホームの入所待機者数調査は27年度に
試行的に実施したものであり、今後にお
いて不定期に実施することになる

業務フローに改
善の余地がある

効率性 3 達成度 3

総合評価（課題・方向性）：施設整備
が不十分だった平成11年、13年、14年
に１か所ずつ施設の借り上げを行い、
施設の誘導に結びつけて認知症高齢者
やその家族の利便性に成果を上げてい
る。今後においても、地域的な偏在に
も留意しながら、計画的な誘導を検討
していく必要がある

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

説明：「業務フロー」については、効率
的に進められており改善の余地が見当た
らない
「制度改正」については、３年毎に策定
する介護保険事業計画に基づく事業のた
め改正の余地が見当たらない

市内に所在する認知高齢者グ
ループホーム（小規模多機能
型居宅介護含む）根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 清瀬市 西東京市

6

補助を
行った認
知症高齢
者グルー
プホーム
数（小規
模多機能
型居宅介
護含む）
(カ所)

受審結果
を公表し
た認知症
高齢者グ
ループ
ホーム数
（小規模
多機能型
居宅介護
含む）(カ
所)

7

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

08-04-08

グループホーム等
第三者評価受審支
援事業
（補助金）

サービスの内容を利用者に見
えるものにするとともに、
サービスの質の向上に向けた
事業者の取り組みを促すこと
で、利用者本位のサービスに
つなげる

東京都における福祉サービス
第三者評価の指針に基づく福
祉サービス第三者評価を受審
する認知症高齢者グループ
ホーム（小規模多機能型居宅
介護含む）に対し、東京都高
齢者社会対策区市町村包括補
助事業に基づき、受審費用の
実績額の10分の10が補助

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

1,623

2,014

80

0 0 0 0 79

0 2,114 0 0 0 81

0 0 0 0

2,114

(都)地域福祉推進区市町村包括補助事業要綱
(市)地域福祉推進区市町村包括補助事業要綱
(都)東京都における地域密着型サービスに係る自己評価及び外部評価の実施方針
(市)認知症高齢者グループホーム福祉サービス第３者評価事業補助金交付要綱

2,014

該当

上乗せ 横出し

5

30年度の方向性 現状維持

説明：事業内容、活動手段から、業務フ
ローの改善及び制度改正に検討の余地は
見当たらない

総合評価（課題・方向性）：第三者評
価の受審で、事業所のサービスの質の
向上を図る。合わせて、事業者に設
置・開催義務がある運営推進会議（利
用者・利用者の家族・地域住民の代表
者・地域密着型サービスについて知見
を有する者等で構成）で、事業運営の
透明性及び地域との連携・交流の確
保、サービスの質の確保・向上、認知
症・高齢者ケアの理解促進・地域づく
り等に努めている。なお、この運営推
進会議の開催を含めた一定の要件に当
てはまると、第三者評価を翌年度に限
り受審不用の緩和が適用される。平成
29年度は、大半の事業所がこの緩和適
用を受ける予定となった。平成30年度
は大半の事業所が受審を義務付けられ
る見込み

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　介護福祉課
介護サービス係

4

説明：単位当たりコストの変動は少な
く、安定した事業である

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

介護保険制度の運営

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 08 高齢者福祉の推進 基本事業番号・名 08-04

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

介護福祉課長
傳　智則

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

62 65

介護福祉課長
傳　智則

62

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 65

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（部会運営補助 ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

71

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

14 14

介護福祉課長
傳　智則

13

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 13

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

13

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

介護福祉課長
傳　智則

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

　

説明：活動指標は前年度並みであった
が、トータルコストが減少したために、
単位当たりコストが減少した。

434 54,250294

3効率性 4

791

0

174

26,723 161 26,884 － 93

26,599 13,299,50026,427

34,800

216 297 22,846 －

現状維持
制度改正の
余地がある 　

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
（国）高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、介護保険法第115
条の38（地域支援事業の包括的支援事業）、（都）高齢社会対策区市町村包括補助事業要
綱

地域包括支援センター職員・
在宅介護支援センター職員・
介護支援専門員等

257 64,250 －

　業務フローに改
善の余地がある

説明：努力義務的事業であるが、高齢者
虐待への関係者の対応力向上は、虐待
ケースの支援に有益であり、必要なこと
であるため、制度改正の余地はない。業
務フローも効率的である。

29年度の方向性

54 54 181

70

4 96 48 48 161

108

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

28,956

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

2

65歳以上の高齢者であって、
生活困窮、住むところがな
い、居住環境が悪い等の状況
にある者

入所判定会議を開催し、措置
決定したうえで入所手続きを
進めている。事務としては、
入所者の委託料を東京都福祉
振興財団に毎月支払いしてい
る。

入所判定
会議開催
回数
（回）

養護老人
ホーム入
所者数
(人)

0 26,723

26,427
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

29,130 14,565,000

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的

廃止予定
の有無

（国）老人福祉法第11条

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

2

身体上、精神上又は環境上の
理由と経済的理由により居宅
で生活することが困難な高齢
者を養護老人ホームに入所措
置する。

172

28,956

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

該当

08-04-11

介護福祉課
地域ケア係

養護老人ホーム措
置事業

08-04-09

介護福祉課
地域ケア係

虐待事例検討会事
業

東村山市

総合評価（課題・方向性）：居宅で生
活することが困難な高齢者に、生活の
場を提供する制度であり、必要性の高
い事業である。高齢者虐待のケースも
受け入れている。新規入所者は、平成
28年度はいなかったものの、対象者が
いる場合は早急な対応が必要であり、
今後も現状規模で継続していく。

達成度 3効率性 3

説明：活動指標が0であったため、単位当
たりコストは計算されなかった。
成果指標は前年度と変動はなかった。

30年度の方向性 現状維持
業務フローに改
善の余地がある 　

総合評価（課題・方向性）：本事業
は、市職員及び関係者の高齢者虐待対
応の技術的支援のツールとして不可欠
であり、対応力向上に効果を上げてい
る。今後も、現状規模で継続してい
く。

　30年度の方向性 現状維持

説明：「業務フロー」については、部会
運営補助が効率的に進められており改善
の余地が見当たらない
「制度改正」については、運営主体が外
部組織であるため検討の余地が見当たら
ない

効率性 3 達成度

業務フローに改
善の余地がある

3

説明：単位当たりコストの変動は少な
く、安定した事業である

総合評価（課題・方向性）：介護事業
者が任意に協議会（部会）を作り、研
修や意見交換が活発に行われている。
市でも協議会（部会）を通じて制度改
正の周知などに役立てている。運営費
そのものは協議会を構成する事業者の
会費で賄われているため、市の予算と
しては発生しない。自主運営を基本と
した協議会を原則としている

　制度改正の
余地がある

達成度

制度改正の
余地がある 　

説明：義務的事業であり、制度改正の余
地はない。また、全部委託による業務
で、効率化が図られている。

57 136 34,000

94

横出し

4
廃止予定
の有無

174

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

12 784

0 0 0 0 0 791

784 65,333

0

0 802 50,125 95

49,438

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

289 72,250

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

清瀬市 西東京市

8 140

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市

上乗せ

70

高齢者虐待ケース等の事例検
討を通して専門家より指導を
受け関係者の対応力向上を図
る。包括的支援事業は、地域
包括支援センターに委託して
いる。

市担当課が地域包括支援セン
ターと連携しケース検討会を
開催している。

虐待事例
検討会の
開催回数
(回)

介護福祉課
介護サービス係

介護保険利用者負
担軽減事業
（社会福祉法人の
利用者負担軽減）

08-04-12

(国通知)低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減制度の実施
(都)社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減
制度事業実施要綱
(市)同利用者負担額軽減制度事業実施要綱、ほか

介護福祉課
介護サービス係

08-04-10

介護サービス事業
者協議会支援事業

介護保険サービスを利用して
いる生計困難者

財政健全経営計画
実行プラン

13

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

4

5

対象者に利用料の4分の1を減
額している（17年10月から老
齢福祉年金受給者のみ2分の1
減額）。利用料の一部を助成
するため申請に基づき確認証
を交付する

16

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

0 79

47 24

0 0

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

該当

上乗せ 横出し

16

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

事業者が参加する4部会（施
設、介護支援専門員、ヘル
パー、訪問看護）のうち2部
会（介護支援専門員、ヘル
パー）の事務局を行っている

市の事業者協議会（外部組
織）

制度改正等に伴う情報交換や
諸課題を討議する

廃止予定
の有無

横出し

業務フローに改
善の余地がある 　 　30年度の方向性 現状維持

効率性 5 3

説明：利用促進の成果として活動指標が
大幅に増加した。事業費が増加したが、
効率性は３から５に上がった

制度改正の
余地がある

説明：「業務フロー」については、効率
的に進められており改善の余地が見当た
らない
「制度改正」については、義務的事業の
ため改正の余地が見当たらない

総合評価（課題・方向性）：低所得で
生計が困難である者が利用者負担を軽
減され、介護保険サービスの利用を維
持できている。利用促進を図っていく
ため制度の周知について市広報に掲載
するなどしているが他の方法について
も引き続き検討してく。なお、本事業
は、利用者の軽減に要する費用の一部
を、軽減実施事業所にも負担させる制
度設計のため、事業所の制度理解が必
要となる

達成度

0 0 0 802

0 0 0 0 0

部会の会
議開催実
績(回)

協議会へ
の事業者
加入数(事
業所)

対象 外部評価

上乗せ

108 54

軽減認定
者数(人)

0 23

介護サービスを利用している
者の経済的負担の軽減を図る

0 54 0 81

0 80

28 15 0 14

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

介護保険制度の運営

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 08 高齢者福祉の推進 基本事業番号・名 08-04

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

0.46 0.48

介護福祉課長
傳　智則

0.44

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0.45

事業
形態

■ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

0.78

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

介護福祉課長
傳　智則

100

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

介護福祉課長
傳　智則

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 53

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

1,814

該当

上乗せ

3,243,800

100

小平市

法令上義
務付けら
れた安全
対策を実
施してい
る事業所
数／市内
整備数
(％)

(国)地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する法律
(国)地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備等施設整備推
進交付金交付要綱
(市）東久留米市介護基盤緊急整備等特別対策事業補助金交付要綱

事業
内容
・

活動
手段

1,794

達成度 3

説明：事業費の大幅な増加により、単位
当たりコストが増加し、効率性が低く
なった。成果指標は同水準で推移してい
る。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

2,537 989 495 558 495

認知症高齢者などの判断能力
が不十分かつ生活困窮をきた
している高齢者

審判の請求を行いかつ審判請
求に要する費用を負担するこ
と。また、成年後見等に関す
る報酬の助成を行うこと。

審判請求
数（件）

審判請求
数/市の認
知症高齢
者数
（％）

13 349 175

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

309

895

581 290 290

196 175

1,882

0 81 13,500 －

36,400

0

32,359 32,438

274 27,400

4,419 339,923 92

1,470 3,264 148,364

2,709 208,385

0 81 8,100

0 36,400 0 0

0 0

08-04-13

介護福祉課
地域ケア係

成年後見事業

横出し

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市

30年度の方向性 現状維持

説明：義務的事業であり、コスト削減に
向けた、業務フローの改善余地は見当た
らないが、生活保護担当ケースワーカー
と、高齢者担当に事務が集中しているこ
とから、事務軽減の方策を検討する必要
がある。

総合評価（課題・方向性）：住み慣れ
た地域で安心して生活を営む上で、金
銭管理、身上監護等の問題は重要であ
り、今後も認知症高齢者数の増加によ
り、対象者数が増加していくことが見
込まれる。
本市では、対象者毎に担当課を分けて
報酬助成事務を行っているが、他市で
は一課に集約している所も多い。一課
で行う方が、対象者が集約され、効率
的な業務運営が図れるメリットがあ
る。今後の課題として、検討していく
必要がある。

　制度改正の
余地がある 　

1

業務フローに改
善の余地がある

効率性

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的

廃止予定
の有無

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

介護保険法、老人福祉法、（市）高齢者の成年後見制度利用支援事業実施要項

13

判断能力が不十分になっても
住み慣れた地域で安心して生
活できるようにする。

西東京市

22

30年度の方向性 現状維持
業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

効率性 5 達成度 3

説明：「業務フロー」については、効率
的に進められており改善の余地が見当た
らない
「制度改正」については、義務的事業の
ため改正の余地が見当たらない

説明：平成28年度においては、助成の対
象事案が無かった

総合評価（課題・方向性）：グループ
ホーム等の入居者の火災安全・非常時
の連絡体制の向上を図ることができて
いる。また、施設を管理運営する法人
の負担を軽減できる制度である。平成
26年度に、東部圏域にグループホーム
1か所と小規模多機能型居宅介護1か所
を整備。28年度には、定期巡回・随時
対応型訪問介護看護1か所が開設予
定。さらに、地域密着型通所介護23か
所（4月1日時点）の指定が都から権限
移譲され、地域密着型サービス事業所
が拡充された。なお、改正消防法施行
令に基づく、宿泊を伴う施設の防火安
全設備未整備施設の設置に係る経過措
置は平成30年3月31日までとなってい
る32,359

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

194

08-04-14

介護福祉課
介護サービス係

介護基盤緊急整備
等特別対策事業
（補助金）

79

0 81

0

0 0

0

80

0 0

0

0 0 00 194

0

東村山市 清瀬市 西東京市

10
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

10

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

廃止予定
の有無

西東京市

6

①新たに建物を建築する経費
または既存建築物を買取りも
しくは改修をする経費②所有
するまたは借り上げる建物の
改修をする経費③所有する建
物の改修をする経費の一部を
補助する

 直営
（委託無）

全部
委託

市内に認知高齢者グループ
ホームを開設する事業者終期

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

行政
補完的

政策的 地域密着
型サービ
ス事業所
の市内整
備数(カ
所)

上乗せ 横出し

10

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

地域密着型サービス事業所に
ついて介護保険事業計画の期
中における計画的な整備。ま
た、サービス利用者の安心・
安全を図ること

市内に所在する地域密着型
サービス事業所（グループ
ホーム、小規模多機能型居宅
介護、地域密着型通所介護ほ
か）
①施設整備費の助成②スプリ
ンクラー等の防火安全設備の
設置費の助成③防災改修等支
援事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

08-04-15

介護福祉課
介護サービス係

グループホーム緊
急整備支援事業
（補助金）

(国)地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する法律
(都)認知症高齢者グループホーム緊急整備支援事業補助金交付要綱
(市)認知症高齢者グループホーム緊急整備支援事業補助金交付要綱

グループ
ホームの
市内整備
数(カ所)

グループ
ホームの
入所待機
者数(人)

努力義務的
(法律・政令等)

対象

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

認知高齢者グループホームに
ついて介護保険事業計画の期
中における計画的な整備

0 06

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的

廃止予定
の有無

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

6

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

効率性 3 達成度 3

説明：平成28年度においては、グループ
ホームの整備がなかった。なお、グルー
プホームの入所待機者数調査は27年度に
試行的に実施したものであり、今後にお
いて不定期に実施することになる

説明：「業務フロー」については、効率
的に進められており改善の余地が見当た
らない
「制度改正」については、３年毎に策定
する介護保険事業計画に基づく事業のた
め改正の余地が見当たらない

総合評価（課題・方向性）：認知症の
高齢者の増加に応じて、新たなグルー
プホームの誘導が図れており、平成26
年度には、東部圏域に1か所整備し、
現在3圏域に2か所ずつ整備されてい
る。今後においても、地域的な偏在に
も留意しながら、計画的な誘導を検討
していく必要がある

0 0 0 81

0 0

36,479 6,079,833

80 13,3330 80

0 79

業務フローに改
善の余地がある

東久留米市


